
１　施策の位置付け

２　施策の取組状況

平成２８年度　行政評価　　施策カルテ

施策名 ２　地区行政の推進 施策主管課 自治振興課 総合計画記載頁 161ページ

政策の柱 Ⅵ　持続的発展が可能な都市の自治基盤を確立するために
政策名

（基本施策名）
２４　行政経営基盤を強化する 政策の達成目標

（基本施策目標）
本市の行政経営を効果的・効率的に行なうことで，行政経営基盤が強化されています。

施策目標 地域に軸足を置いた行政が，効果的に展開されています。
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  ③　主要な構成事業の進捗状況
　　（主要な構成事業の個別の進捗状況は，「３　施策を構成する事業の状況｝を参照） Ｂ
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①施策指標
　Ａ ：達成度９０％超
　　　　　　［３３点］

Ｂ ：達成度７０％～９０％
　　　　　　［２５点］

Ｃ ：達成度７０％未満
　　　　　［１５点］

②市民意識
調査結果
（満足度）

　Ａ ：前年度より向上
　　　　　（＋５ｐｔ超）
　　　　　　［３３点］

Ｂ ：前年度同水準
　　　（±５ｐｔ以内）
　　　　　　［２５点］

Ｃ ：前年度より低下
　　　（－５ｐｔ超）
　　　　　［１５点］

③主要な構成
事業の

進捗状況

　Ａ ： 計画以上
 　　 （主要な構成事業の
　　　２割超が計画以上）
　　　　　　［３３点］

　Ｂ ： 計画どおり
 　 　（主要な構成事業の
　　　８割以上が計画どおり）
　　　　　　［２５点］

Ｃ ： 計画より遅れ
 　 （主要な構成事業の
　　２割超が計画より遅れ）
　　　　　［１５点］

総合評価
　順調 ：（Ａ評価が２つ以上
（Ｃ評価がある場合を除く。））
　　　　　［９０点以上］

　概ね順調 ：
　（主にＢ評価が２つ以上）
　　［６５点以上９０点未満］

　やや遅れている ：
　（Ｃ評価が２つ以上）
　　　　［６５点未満］取組内容と成果・成果の要因，進捗の状況

施策を取り
巻く環境等

・国において，将来にわたって活力ある社会を維持していくことに取り組む「地方創生」が進められている中で，本市においても少子・超高齢化，人口減少社会に的確に対応するため，地域社会を担う多様な人材の確保が重要課題であることか
ら，地域の人材や資源を活用した，地域が主体となったまちづくり活動を促進することが求められている。
・市民にとって身近な場所である地域行政機関において，きめ細かなサービスの提供を行っていくとともに，住民の意見やニーズ，地域の状況を的確に捉え，地域に軸足を置いたまちづくりを推進していく必要がある。 総

合
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91点

施策指標

・市民に身近な場所である地区市民センターへの取扱業務の拡充による行政サービスの充実や，エレベーターの
設置などの施設整備の両面による環境整備を計画的に推進してきたことにより，地区市民センターや出張所など
の地域行政機関を利用しやすいと感じている市民の割合は上昇し，概ね目標値を達成している。 市民満足度

・窓口業務の核となる職員の人材育成など，窓口サービスのさらなる向上を目指した取組を継続的に実施したこと
により，市民満足度は前年度より向上した。

順調

※『①施策指標』の単年度の達成度の計算について

★ 逓増型の指標（目標値が基準値より増加することが望ましいもの） × １００ （％）

★ 逓減型の指標（目標値が基準値より減少することが望ましいもの） × １００ （％）

実績値
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目標値
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43.4 38.0 41.5 
51.9 51.1 
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３　施策を構成する事業の状況 ※凡例　○：「総合計画の戦略プロジェクト・主要事業」対象，★：「③ 主要な構成事業の進捗状況」対象（５事業選択）

４　今後の施策の取組方針

№ 事業名
戦略Ｐ・
主要事業

※
事業の目的

事業内容 事業の
進捗状況

地域行政機関の窓口業務に
精通した専門職員（チュー
ター）の育成及び各種研修

H2７
事業費

（千円）
開始年度

日本一
施策
事業

施 策 目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 方 針

対象者・物（誰・何に） 取組（何を）

2 地域行政機関の取扱業務の見直し ○★
市全体のサービス水準の向
上及び平準化

市民

1 窓口職員人材育成システムの運営 ○★
窓口職員の資質向上による
窓口サービスの充実

職員

　市全体としてのサービス水準の更なる向上のため地域行政機関で実施する
業務について，業務本課及び地域行政機関との調整を引き続き行っていく。

計画どおり H21

　地域行政機関における適正な窓口サービスの提供を実現するため，地域行
政機関の窓口業務に精通した職員（チューター）を継続的に養成・確保し配置
することで，職場内での指導・育成（ＯＪＴ）や研修を充実させ，窓口職員全体
のスキルを向上させる。また，チューターが窓口職員を指導・育成するために
必要な業務知識・スキルを習得できるような研修を行う。

まちづくり支援担当者全体会
議を開催し，地域住民の意
見・ニーズの把握，地域の実
情に応じた行政施策の展開
に向けた支援方策を検討

地域行政機関で取扱う業務
について，「市民の利便性の
向上」と「行政の業務の効率
性の確保」の両面から見直し
を実施

計画どおり H21

4 地域行政機関施設整備 ○★
地域行政機関施設の長寿命
化及び利便性向上

施設利用者

3 地域の窓口機能・地域振興機能の強化 ○★
まちづくり支援職員の資質向
上による支援機能の充実

職員

　地域行政機関の地域のまちづくりの拠点としての機能を十分発揮できるよ
う，上河内地域自治センターと上河内生涯学習センターの一体整備について，
平成２８年度の供用開始に向けて，工事を進めていく。
　地区市民センターについては，エレベーターを設置するなどバリアフリー化を
推進するとともに，太陽光発電システム及び蓄電池の設置を行うなど地域防
災拠点としての機能の充実を図る。併せて施設の保全を計画的に行っていく。

計画どおり H24
　住民の意見やニーズ，地域の現状をまちづくり支援職員等が把握し，地域の
まちづくり活動を効果的に支援できるよう，職員の資質向上と支援機能の強化
に向けた仕組みづくりの検討を行う。

平成19年度から平成28年度
までの10年間，合併市町村
基本計画の執行状況に関す
る答申や地域のまちづくりに
関する施策の提案を行う地
域自治会議を運営する。

市民サービスや地域まちづく
りの拠点となる支所及び出張
所の施設整備（河内地域自
治センター等）

計画どおり 1,473,102 H1

5 地域自治会議の運営 ★
地域特性を活かした魅力あ
る地域づくりの推進

上河内地域住民
河内地域住民

計画どおり 2,244 H19

　平成２８年度は，住民を代表する組織として設置された地域自治会議の設置
期間(１０年)が最終年度となることから，合併市町村基本計画の執行状況や地
域のまちづくりに関する施策について，地域自治会議の集大成として地域住
民の声を反映させた答申や提案を市長に提出できるよう，円滑に地域自治会
議を運営していく。
　また，「地域のまちづくりに関する施策の提案」が，地域の課題等を包括的に
体系化し，将来のまちづくりの実現に向けたものとなるよう，まちづくり協議会
との連携を図っていく。

今後の方向性

課題

◆多様化する市民ニーズ等に対応するため，ワンストップサービスのさらなる充実や窓口担当職員の人材育成を図るなど，行
政サービスの質を向上させる必要がある。
◆地域の特性を生かした住民主体のまちづくりの推進において，地域行政機関における地域課題の把握や課題解決の支援，
地域と行政の調整機能の強化等が必要となっている。
◆地域行政機関の施設整備においては，既存施設のバリアフリー化・省エネルギー化や計画的な維持修繕による公有財産の
有効活用を図るとともに，合併地域においても，まちづくりと人づくりを一体的に支援できるよう，地域自治センターと生涯学習
センターの合築等を進めていく必要がある。
◆市町合併時に旧町域に導入した地域自治制度が，平成２８年度末をもって終了することから，旧町域を含め全市一体的な
地区行政の推進を図る必要がある。

方向性

〈施策全般〉
・市民に身近な場所である地域行政機関において，地域に軸足を置いたまちづくりを推進するため，市民の利便性の向上と生活に密着した
サービスの充実や地域と行政を繋ぐ地域振興機能の向上など，地域行政機関の機能の強化を図る。
・地域自治制度終了後の全市一体的な地区行政の推進に向け，具体的な取組の検討を進めていく。

〈主要事業〉
◆窓口職員人材育成システムの運営
・地域行政機関における適正な窓口サービスの提供を実現するため，窓口業務に精通した職員（チューター）を継続的に養成・確保し配置
することで，職場内での指導・育成（ＯＪＴ）や研修を充実させ，窓口職員全体のスキルを向上させる。
◆地域行政機関の取扱業務の見直し
・市全体としてのサービス水準の更なる向上のため地域行政機関で実施する業務について，業務本課及び地域行政機関との調整を引き続
き行っていく。
◆地域の窓口機能・地域振興機能の強化
・住民の意見やニーズ，地域の現状をまちづくり支援職員等が把握し，地域のまちづくり活動を効果的に支援できるよう，職員の資質向上と
支援機能の強化に向けた仕組みづくりの検討を行う。
◆地域行政機関施設整備
・供用開始した河内地域自治センターの駐車場整備工事等とともに，上河内地域自治センターと上河内生涯学習センターの一体整備につ
いて，平成２８年度の供用開始に向けて，工事を進めていく。
・地区市民センターについては，エレベーターを設置するなどバリアフリー化を推進するとともに，太陽光発電システム及び蓄電池の設置を
行うなど地域防災拠点としての機能の充実を図る。併せて施設の保全を計画的に行っていく。

〈その他個別事業〉


